
要件 受けられる支援 相談窓口

①個人事業主向け（小規模に限る）

※ 見やすさの観点から簡略化していますので、詳しい情報は支援策パンフレットでご確認ください。

概要

売上高5％以上減少なら

• 国民事業最大6000万円(別枠)
• 設備20年、運転20年、うち据置5年以内
• 当初３年間利子補給

• 最大3億円（別枠）
• 設備20年、運転20年、うち据置5年以内
• 当初３年間利子補給

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

売上高要件の考え方(注)

＜創業１年１か月以上＞
最近１ヵ月※の売上高と、前四年のいずれかの年の同期と比較

＜創業１年１か月未満及び店舗・業容拡大しているスタートアップなど＞
以下のいずれかで比較 ※業歴3ヵ月以上に限る
⚫ 最近1ヵ月の売上高と過去3ヵ月（最近1ヵ月を含む）の平均売上高の比較
⚫ 最近1ヵ月の売上高と令和元年12月の売上高の比較
⚫ 最近1ヵ月の売上高と令和元年10月から12月の平均売上高を比較
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商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

②小・中規模企業者向け（①以外）

売上高5％以上減少なら

要件 受けられる支援 概要相談窓口

売上高20％以上減少なら

売上の減少幅に関係なく

• 中小事業最大3億円、国民事業最大6000万円(別枠)
• 設備20年、運転20年、うち据置5年以内
• 当初３年間基準金利▲0.9％

• 最大3億円（別枠）
• 設備20年、運転20年、うち据置5年以内
• 当初３年間基準金利▲0.9％

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

お近くの民間金融機関
（伴走支援型特別保証制度、
経営改善サポート保証）

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大3億円（別枠）
• 設備20年、運転20年、うち据置5年以内
• 当初３年間利子補給

• （伴走）最大6000万円（経サポ）最大2億8000万円
• （伴走）保証期間最大10年以内、うち据置5年以内
• （経サポ）保証期間最大15年以内、うち据置5年以内
• 信用保証協会の利用にかかる保証料を減額

日本政策金融公庫
（セーフティネット貸付）

• 中小事業最大3億円、国民事業最大6000万円(別枠)
• 設備20年、運転20年、うち据置5年以内
• 当初３年間利子補給

中小企業向け資金繰り支援内容一覧表（2022/４/1時点）

小規模*

売上高15％以上減少なら 小規模*ではない

実質無利子

売上の減少幅に関係なく • 国民事業最大4800万円
• 設備15年、運転8年、うち据置3年以内 等

日本政策金融公庫
（セーフティネット貸付）貸付

実質無利子

低利融資

保証料補助

貸付

＜※小規模の要件＞
製造業、建設業、運輸業、その他業種
→ 従業員20名以下

卸売業、小売業、サービス業
→ 従業員5名以下

企業の分類の考え方

小規模
（※）

中規模

個人事業主 ①
②

法人 ②

• 中小事業最大7.2億円、国民事業最大4800万円
• 設備15年、運転8年、うち据置3年以内 等

スタートアップ・再生支援等
• 国民事業最大7200万円（別枠）
• 貸付期間5年1ヶ月、7年、10年、15年、20年（期限
一括償還）

日本政策金融公庫
（コロナ資本性劣後ローン）

資本性劣後ローン

スタートアップ・再生支援等

• 中小事業最大10億円（別枠）、
国民事業最大7200万円（別枠）

• 貸付期間5年1ヶ月、7年、10年、15年、20年
（期限一括償還）

日本政策金融公庫
（コロナ資本性劣後ローン）

資本性劣後ローン

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

• 最大10億円（別枠）
• 貸付期間5年1ヶ月、7年、10年、15年、20年
（期限一括償還）

前向きな設備投資 日本政策金融公庫
（設備資金貸付利率特例制度）

貸付 • 中小事業最大7.2億円、国民事業最大7200万円
• 貸付後2年間、適用した貸付制度の利率▲0.5%

売上高15％以上減少なら 保証料補助
お近くの民間金融機関

（伴走支援型特別保証制度、
経営改善サポート保証）

• （伴走）最大6000万円（経サポ）最大2億8000万円
• （伴走）保証期間最大10年以内、うち据置5年以内
• （経サポ）保証期間最大15年以内、うち据置5年以内
• 信用保証協会の利用にかかる保証料を減額

資金繰り・収益力に
不安がある

• 返済猶予時は１~3年間の収益力改善計画を作成
• 必要に応じて既存債務の元金返済猶予要請
• 定期モニタリングを実施。適宜他の支援策に円滑移行

中小企業活性化協議会
（収益力改善支援）

収益力改善支援

資金繰り・収益力に
不安がある

中小企業活性化協議会
（収益力改善支援）

収益力改善支援

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

商工組合中央金庫等
（危機対応融資）

お近くの民間金融機関
（伴走支援型特別保証制度、
経営改善サポート保証）

日本政策金融公庫
（コロナ特別貸付）

• 返済猶予時は１~3年間の収益力改善計画を作成
• 必要に応じて既存債務の元金返済猶予要請
• 定期モニタリングを実施。適宜他の支援策に円滑移行

https://www.meti.go.jp/covid-19/pdf/pamphlet.pdf
https://www.meti.go.jp/covid-19/sodan_madoguchi.html
https://www.meti.go.jp/covid-19/sodan_madoguchi.html
https://www.meti.go.jp/covid-19/sodan_madoguchi.html

